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１ 

議案第３３号

令和３年度 日野市下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和３年度 日野市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 計画人口         １７８，２００人

(2) 年間処理水量    ２０，６５８，０００ 

(3) 一日平均処理水量      ５６，６００ 

(4) 主な建設改良事業
   東平山排水区工事    ５２０，３９６千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収       入

                        （千円）

第 １ 款  下水道事業収益   ４，００３，４６０

第１項   営業収益     ２，５２０，２２３

第２項   営業外収益    １，４８３，２３７

支       出

                        （千円）

第 １ 款  下水道事業費用   ３，８１７，９６１

第１項   営業費用     ３，３０４，１３４

第２項   営業外費用      ５０８，８２７

第３項   予備費          ５，０００

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１，３２８，１２２千円は、当年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額８，３４３千円、過年度分損益勘定留保資金１４１，５１５千円、

当年度分損益勘定留保資金１，１７８，２６４千円で補てんするものとする。）



２ 

収       入

                              （千円）

第 １ 款  資本的収入          １，５５８，１５０

第１項   企業債             ８３５，４２０

第２項   出資金             ５０１，８１４

第３項   補助金             ２２０，９１６

支       出

                              （千円）

第 １ 款  資本的支出          ２，８８６，２７２

第１項   建設改良費         １，１１９，６２１

第２項   企業債償還金        １，７６６，６５１

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公 共 下 水 道

管 渠 埋 設 事 業

流 域 下 水 道

建 設 負 担 金

646,720 千円

188,700 千円

証書借入又

は、証券発

行の方法に

より起債す

る。

4.5％以内

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について、利率の見

直しを行った後にお

いては、当該見直し

後の利率）

起債のときより、据

置期間を含めて 40
年以内に償還する。

ただし、市財政の都

合により据置期間

及び償還年限を短

縮し、もしくは繰上

償還又は低利債に

借り換えることが

できる。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。

(1) 営業費用と営業外費用の間の流用     



３ 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流

用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。

(1) 職員給与費     １１１，１００千円        
（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業に充てるため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、６９

０，６８７千円である。

令和３年２月２６日 提出

日野市長 大 坪 冬 彦



令和３年度

下 水 道 事 業 会 計 予 算 に
関する実施計画及び説明書



（単位：千円）

予　定　額 備　　考

1 下水道事業収益 4,003,460

1 営 業 収 益 2,520,223

1 下 水 道 使 用 料 2,313,072

2 他 会 計 負 担 金 206,837

3 そ の 他 営 業 収 益 314

2 営 業 外 収 益 1,483,237

1 他 会 計 補 助 金 561,357

2 国 庫 委 託 金 215

3 長 期 前 受 金 戻 入 921,665

（単位：千円）

予　定　額 備　　考

1 下水道事業費用 3,817,961

1 営 業 費 用 3,304,134

1 管 渠 管 理 費 916,607

2 総 係 費 323,179

3 減 価 償 却 費 2,064,348

2 営 業 外 費 用 508,827

1 支払利息及び企業債取扱諸費 345,968

2 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 162,859

3 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

支　　　出

款 項 目

款 項 目

令和３年度 日野市下水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収　　　入

-6-

（単位：千円）

予　定　額 備　　考

1 資 本 的 収 入 1,558,150

1 企 業 債 835,420

1 企 業 債 835,420

2 出 資 金 501,814

1 出 資 金 501,814

3 補 助 金 220,916

1 国 庫 補 助 金 87,225

2 都 補 助 金 4,361

3 他 会 計 補 助 金 129,330

（単位：千円）

予　定　額 備　　考

1 資 本 的 支 出 2,886,272

1 建 設 改 良 費 1,119,621

1 管 渠 改 良 事 業 費 914,745

2 流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 164,511

3 流 域 下 水 道 改 良 負 担 金 40,365

2 企 業 債 償 還 金 1,766,651

1 企 業 債 償 還 金 1,766,651

目

支　　　出

款 項 目

資本的収入及び支出
収　　　入

款 項
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収益的収入

款 項 目 節 予　定　額

１ 下水道事業 千円

   収　     　益 4,003,460

１ 営 業 収 益 2,520,223

１ 下水道使用料 2,313,072

下 水 道 使 用 料 2,313,072

２ 他会計負担金 206,837

他 会 計 負 担 金 206,837

３ そ  の  他 314

   営 業 収 益 手 数 料 251

雑 収 益 63

２ 営業外収益 1,483,237

１ 他会計補助金 561,357

他 会 計 補 助 金 561,357

２ 国庫委託金 215

国 庫 委 託 金 215

３ 長期前受金 921,665

　 戻　    入 受 贈 財 産 評 価 額 128,496

国 庫 補 助 金 317,085

都 補 助 金 23,563

他 会 計 補 助 金 452,521

収益的収入及び支出

令和3年度 日野市下水道事業会計予算実施計画明細書

‐8‐

指定工事店申請手数料

証明手数料

公共下水道維持管理負担金

下水道台帳複写料

都道掘削復旧工事監督事務負担金

一般会計補助金

滝合排水樋管操作委託金

受贈財産評価額戻入

国庫補助金戻入

都補助金戻入

一般会計補助金戻入

215

128,496

317,085

23,563

452,521

250

1

12

1

50

561,357

円×12月×110％

下水道使用料 2,313,072

一般会計負担金 206,837

175,232,727

備　　　　　　　　　　考

千円

‐9‐



収益的支出

款 項 目 節 予　定　額

１ 下水道事業 千円

   費　 　　  用 3,817,961

１ 営 業 費 用 3,304,134

１ 管 渠 管 理 費 916,607

備 消 品 費 208

燃 料 費 22

光 熱 水 費 1,251

委 託 料 41,334

使 用 料 370

賃 借 料 2,329

修 繕 費 65,178

材 料 費 4,898

負 担 金 800,779

保 険 料 238

２  総　　係　　費 323,179

給 料 28,422

手 当 18,491

賞 与 引当 金 繰入額 4,289

法 定 福 利 費 9,524

‐10‐

消耗品　

電気料

マンホールポンプ維持管理業務委託料

公共下水道維持管理業務委託料

管渠調査業務委託料

排水樋管維持管理業務委託料

管渠管理清掃業務委託料

汚泥処分業務委託料

水質検査業務委託料

百草落川不明水対策（R3-1）業務委託料

プリンタ保守業務委託料

排水樋管点検操作業務委託料

排水ポンプ点検業務委託料

マンホールポンプ監視システム使用料

土地借上料

公共下水道工事積算システム借上料

パーソナルコンピュータ借上料

プリンタ借上料

施設修繕料

人孔蓋

流域下水道維持管理負担金

下水道施設損害賠償責任保険料

給　　料　　一般職　5人

一般職手当等

賞与引当金繰入額

職員共済組合負担金ほか

ガソリン 22

公共下水道台帳・排水設備台帳システム保守業務委託料

28,422

4,289

2,332

757

10,574

1,287

9,524

備　　　　　　　　　　考

千円

436

330

7,695

1,460

208

1,251

370

247

1,386

568

5,677

1,670

8,690

426

18,491

128

65,178

4,898

800,779

238

‐11‐



収益的支出

款 項 目 節 予　定　額

（下水道事業 （ 営 業 費 用 ） （　総　係　費　） 千円

   費　 　　  用） 法 定 福利 費 引当金 895

繰 入 額

旅 費 48

備 消 品 費 298

印 刷 製 本 費 138

通 信 運 搬 費 81

委 託 料 258,893

手 数 料 111

補 償 費 500

負 担 金 798

貸 倒 引当 金 繰入額 691

３　減価償却費 2,064,348

有 形 固 定 資 産 1,738,124

減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産 326,224

減 価 償 却 費

２ 営業外費用 508,827

１　支払利息及び 345,968

企業債取扱諸費

企 業 債 利 息 345,968

２　消費税及び 162,859

　　地方消費税

消 費 税 及 び 162,859

地 方 消 費 税

‐12‐

法定福利費引当金繰入額

消耗品費

印刷製本費

郵便料

下水道事業計画・下水道プラン・経営戦略策定業務委託料

固定資産評価支援業務委託料

公営企業会計システム保守業務委託料

下水道使用料収納業務委託料

公金振替手数料

CADシステム使用料

損害賠償金

日本下水道協会負担金

多摩地区下水道事業積算施工適正化委員会負担金

各種研修負担金

治水対策協議会負担金

公共下水道使用切替工事費融資利子補給金

浅川水再生センター周辺環境整備連絡協議会負担金

貸倒引当金繰入額

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

企業債償還利子

消費税及び地方消費税

345,968

162,859

895

298

326,224

50

3

15

691

1,738,124

500

531

20

179

5,841

561

1,545

250,946

31

80

備　　　　　　　　　　考

千円

138

81

普通旅費 48

‐13‐



収益的支出

款 項 目 節 予　定　額

（下水道事業 ３  予　備　費 千円

　費　　　　用） 5,000

１　予　備　費 5,000

予 備 費 5,000

‐14‐

予備費

備　　　　　　　　　　考

千円

5,000

‐15‐



資本的収入

款 項 目 節 予　定　額

１ 資本的収入 千円

1,558,150

１  企　業　債 835,420

１  企　業　債 835,420

公 共下水道事業債 646,720

流 域下水道事業債 188,700

２  出　資　金 501,814

１  出  資  金 501,814

他 会 計 出 資 金 501,814

３　補　助　金 220,916

１　国庫補助金 87,225

国 庫 補 助 金 87,225

２　都 補 助 金 4,361

都 補 助 金 4,361

３　他会計補助金 129,330

他 会 計 補 助 金 129,330

資本的支出

款 項 目 節 予　定　額

１ 資本的支出 千円

2,886,272

１ 建設改良費 1,119,621

１ 管　渠　改　良 914,745

　　事　 業　 費 給 料 22,738

手 当 14,974

賞 与引当金繰入額 3,431

法 定 福 利 費 7,620

法 定福利費引当金 716

繰 入 額

旅 費 47

備 消 品 費 188

令和3年度 日野市下水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出
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公共下水道管渠埋設事業

流域下水道建設負担金

一般会計出資金

社会資本整備総合交付金

基本額 千円×5/10

市町村下水道事業補助金（国費連動型）

基本額 千円×2.5％

一般会計補助金

給　　料　　一般職　4人

一般職手当等

賞与引当金繰入額

職員共済組合負担金ほか

法定福利費引当金繰入額

普通旅費

消耗品費

7,620

716

47

188

174,450

4,361

129,330

22,738

14,974

3,431

646,720

188,700

501,814

千円

174,450

87,225

備　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　考

千円

‐17‐



款 項 目 節 予　定　額

（資本的支出） （建設改良費） （管渠改良 千円

事業費）

印 刷 製 本 費 137

通 信 運 搬 費 34

委 託 料 742,617

使 用 料 9

賃 借 料 1

工 事 請 負 費 99,421

補 償 費 22,000

負 担 金 812

２ 流 域 下 水 道 164,511

　建 設 負 担 金

負 担 金 164,511

３ 流 域 下 水 道 40,365

　改 良 負 担 金

負 担 金 40,365

２ 企業債償還金 1,766,651

１ 企業債償還金 1,766,651

企 業 債元 金 償還金 1,766,651

‐18‐

印刷製本費

郵便料

下水道施設管渠内調査業務委託料

実施設計業務委託料

管渠埋設業務委託料

下水道ストックマネジメント計画更新(R3-1）業務委託料

石田地区浸水対策基本設計業務委託料

公共汚水桝設置業務委託料

建設副産物情報交換システム使用料

土地借上料

汚水管渠埋設等工事

水道管等移設補償料

都道掘削復旧工事監督事務負担金

南多摩処理区流域下水道事業建設負担金

浅川処理区流域下水道事業建設負担金

秋川処理区流域下水道事業建設負担金

流域下水道事業改良負担金

企業債償還元金

99,421

22,000

812

9,163

94,019

1,766,651

1

61,329

備　　　　　　　　　　考

千円

137

34

631,157

29,712

14,146

14,388

11,600

40,365

41,614

9
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185,499

2,064,348

310

△ 28

△ 921,665

345,968

△ 10,642

△ 53,089

1,610,701

△ 345,968

1,264,733

△ 905,191

△ 214,430

220,916

△ 898,705

835,420

△ 1,766,651

501,814

△ 429,417

△ 63,389

93,821

30,432

　　　減価償却費

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

　　　小計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　他会計出資金による収入

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　利息の支払額

　　　無形固定資産の取得による支出

 令和3年度　日野市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　長期前受金戻入額

　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　支払利息及び企業債取扱諸費

　　　国庫補助金等による収入

   資金期末残高

   資金増加額（又は減少額）

   資金期首残高

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

‐20‐

千円 千円 千円

１ 営　業　収　益

(1) 下 水 道 使 用 料 2,310,869

(2) 他 会 計 負 担 金 167,103

(3) そ の 他 営 業 収 益 1,018 2,478,990

２ 営　業　費　用

(1) 管 渠 管 理 費 998,362

(2) 総 係 費 309,309

(3) 減 価 償 却 費 2,037,645 3,345,316

営　　業　　損　　失 866,326

３ 営　業　外　収　益

(1) 他 会 計 補 助 金 623,754

(2) 国 庫 委 託 金 215

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 901,523

(4) そ の 他 営 業 外 収 益 51 1,525,543

４ 営　業　外　費　用

(1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 358,672

(2) 消費税及び地方消費税 81,462 440,134 1,085,409

経　　常　　利　　益 219,083

5 特　別　損　失

(1) そ の 他 特 別 損 失 77,568 77,568 △ 77,568

141,515

141,515

令和2年度　日野市下水道事業予定損益計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

‐21‐



千円 千円 千円 千円

1

(1)
168,797

49,134,665
△ 1,716,568 47,418,097

13,644
△ 4,241 9,403
9,179
△ 124 9,055
104,691 104,691

47,710,043

(2)
6,996,594

6,996,594

54,706,637

2

(1) 93,821

(2) 208,671
△ 719 207,952

(3) 4,898

306,671

55,013,308

固 定 資 産

資　産　の　部

令和2年度　日野市下水道事業予定貸借対照表

（令和3年3月31日）

イ 土 地
ロ 構 築 物

有 形 固 定 資 産

ハ 機 械 及 び 装 置
減価償却累計額

減価償却累計額
工具、器具及び備品

減価償却累計額
ニ

ホ 建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
イ 施 設 利 用 権

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

流 動 資 産

資 産 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

- 22 -

千円 千円

3

(1) 　

14,400,758

14,400,758

4

(1)

1,766,647

(2) 270,086

2,036,733

5

(1) 24,312,322
△ 901,523 23,410,799

23,410,799

39,848,290

千円 千円

6 14,996,221

7
(1)

78,108
90,689

168,797

15,165,018

55,013,308

充てるための企業債

未 払 金

建設改良等の財源に

固 定 負 債

負　債　の　部

企 業 債
イ 建設改良等の財源に
充てるための企業債

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

繰 延 収 益 合 計

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

イ

負 債 合 計

資 本 金

資　本　の　部

負 債 資 本 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金
イ 受贈財産評価額
ロ

資 本 合 計

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計
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千円 千円 千円 千円

1

(1)
168,797

50,031,831
△ 3,449,389 46,582,442

13,644
△ 8,482 5,162
9,179

△ 1,186 7,993
43,774 43,774

46,808,168

(2)
6,856,621

6,856,621

53,664,789

2

(1) 30,432

(2) 219,313
△ 691 218,622

(3) 4,898

253,952

53,918,741

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

イ 施 設 利 用 権
無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

減価償却累計額
ニ 工具、器具及び備品
減価償却累計額

ホ 建 設 仮 勘 定

ロ 構 築 物
減価償却累計額

ハ 機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産
イ 土 地

令和3年度　日野市下水道事業予定貸借対照表

（令和4年3月31日）

資　産　の　部

固 定 資 産

- 24 -

千円 千円

3

(1) 　

13,012,996

13,012,996

4

(1)

1,583,403

(2) 216,997

1,800,400

5

(1) 24,606,168
△ 1,823,188

22,782,980

37,596,376

千円 千円

6 16,153,568

7
(1)

78,108
90,689

168,797

16,322,365

53,918,741

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金
イ 受贈財産評価額
ロ 他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

資　本　の　部

資 本 金

長期前受金収益化累計額

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

未 払 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債
イ 建設改良等の財源に
充てるための企業債

流 動 負 債

充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

企 業 債
イ 建設改良等の財源に

負　債　の　部

固 定 負 債
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27 

注   記

 Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

    ・減価償却の方法

      定額法

    ・主な耐用年数

      構築物      50年
      機械及び装置 10～20年

イ 無形固定資産

・減価償却の方法

      定額法

    ・主な耐用年数

      流域下水道建設負担金 45年
（２）引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

     職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引

当金は計上していない。

イ 賞与引当金及び法定福利費引当金

      職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から 3月までの 4か月分）
を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上し

ている。

（３）消費税及び地方消費税の会計方式

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ.予定貸借対照表に関する注記

  （１）企業債の償還に係る他会計の負担

     令和 3年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 
年以内に償還予定のものを含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、7,986,823,000 
円である。

Ⅲ.リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を行っている。



特別職 (人) 給　　料

区　分

本 年 度

前 年 度

比 較

　　　　　　　給

0

0

0

0

0

0

186

管理職手当

2,684

2,684

0

(　0　)　　〔 0 〕

5

(　0　)　　〔 0 〕

4

(　0　)　　〔 0 〕

給　　与　　費
１　総　括

手 当 の 内 訳

　　（　）内は、再任用職員数　　〔　〕内は会計年度任用職員数

扶 養 手 当

2,722

2,357

365

地 域 手 当

8,389

区　　　　分

 損益勘定支弁職員

 資本勘定支弁職員

合　　　　計

 損益勘定支弁職員

 資本勘定支弁職員

 損益勘定支弁職員

 資本勘定支弁職員 △ 517

0 0合　　　　計

(　0　)　　〔 0 〕

0

(　0　)　　〔 0 〕

0

0 51,160

比　　較

0 517

0

(　0　)　　〔 0 〕

9

前 年 度

合　　　　計

27,905

0 23,255

(　0　)　　〔 0 〕

5

(　0　)　　〔 0 〕

51,160

8,203

9

4

(　0　)　　〔 0 〕

0

0
0

0

職　　員　　数

本 年 度

0 28,422

0

一般職 (人) 報　　酬

0

22,738

0

‐28‐

（単位：千円）

手　　当 計

※手当には賞与引当金繰入額、法定福利費には法定福利費引当金繰入額を含む

（単位：千円）

住 居 手 当 期末・勤勉手当 時間外勤務手当 その他

180 23,158 2,401 1,651

180 22,391 2,401 514

0 767 0 1,137

※期末・勤勉手当には賞与引当金繰入額を含む

2,360

95

49,030

89,890 18,755

188

49,479

111,100

59,261

49,384

8,336

18,755

10,231

8,524

108,645

21,125

17,605

41,143

92,345

1,655 2,172

38,730

40,860

18,405

41,185

明　　細　　書

合　　計 備　　考法定福利費
 与　　　　　　　　　費

22,780 51,202 10,419 61,621

2,455 2,455 0 2,455

800 283 △ 188
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区　　　分 増　減　額

982

△ 982

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 365

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 186

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分 △ 482

その他の増減分 1,249

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 1,137

　※期末勤勉手当には賞与引当金繰入額を含む

そ の 他

増　減　事　由　別　内　訳

給　　　料 0

給与改定に伴う増減分

普通昇給に伴う増加分

その他の増減分

２　給料及び手当の増減額の明細

手      当 2,455

扶 養 手 当

地 域 手 当

管 理 職 手 当

住 居 手 当

期末・勤勉手当

退 職 手 当

時間外勤務手当

‐30‐

（単位：千円）

平均昇給率 1.920%

説　　　　　　明 備　　　　　　　　　　考

職員の変動等によるもの

職員の変動等によるもの

職員の変動等によるもの

年間支給月数の改定によるもの 4.65月→4.55月（正規職員）

職員の変動等によるもの

職員の変動等によるもの

‐31‐



一般行政職 技能労務職 備　　　考

一般行政職 技能労務職 備　　　考

　（単位：円）

区　　　分

一 般 行 政 職 技 術 労 務 職 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

―

平 均 給 与 月 額

区　　　　　　　分

486,332

439,832

（単位：円）

３　給料及び手当の状況

ア　職員１人当たり給与

令和3年１月１日現在 平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額 371,180

150,600

（１－２９）

183,700

総合職　186,700

一般職　182,200

―

147,900

日　　　野　　　市 国

イ　 初任給　（令和3年1月1日現在）

高　　校　　卒

（１－５）

145,600

（1-１７）

143,000

331,200

49歳7ヶ月

大　　学　　卒

平　均　年　齢

区　　　　　　　分

令和2年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平　均　年　齢 49歳4ヶ月

‐32‐

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

0 0.0

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

3 30.0

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

3 30.0

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

2 20.0

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

2 20.0

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

10 100.0 - -

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

0 0.0

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

3 27.3

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

4 36.3

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

1 9.1

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

3 27.3

（　　　 　） （　　　 　） （　　　 　） （　　　 　）

11 100.0 - -

備考　（　　）内は、再任用短時間勤務職員数

（級別の標準的な職務内容）

区分 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

３級

合　計

２級

１級

令和2年
1月1日現在

技能労務職 業務主任長の職務 業務主任の職務 主事の職務

１級

２級

主事の職務係長の職務 主任の職務一般行政職 部長の職務
１　課長の職務
２　課長補佐の職務

５級

４級

合　計

技 能 労 務 職

令和3年
1月1日現在

５級

４級

３級

級
一 般 行 政 職

ウ　級別職員数

区　　分
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エ　昇給

６号給　（人）

５号給　（人）

４号給　（人）

１～３号給　（人）

６月（月分）

(1.225)

2.325

(1.200)

2.300

(1.200)

2.250

備考　（　　）内は、再任用職員の支給率

カ　定年退職に係る退職手当

区　　　分
２０年勤続の者
（月分）

支 給 率 等 23.0

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875

区分

令和２年１月１日現在

（令和元年度昇給）

管理職 管理職以外 合計

平成３１年
１月１日現在

66.7%

0

2

0

0

2

3

62.5%

0

5

0

0

5

8

63.6%

0

7

0

0

7

11

80.0%

1

7

0

0

8

10職員数（A)　　（人）

昇給に係る職員数（B）　　（人）

号級数別内訳

比率（B）/（A）　　（％）

区分
支給期別支給率

１２月（月分）

オ　期末、勤勉手当

職制上の段階、
職務の級等による
加算措置

備考

本 年 度

前 年 度

国の制度

(1.225) (2.45)
有

有

2.250

支給率計
（月分）

(2.40)

2.300

(1.200)

4.652.325

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

３５年勤続の者
（月分）

4.50

(2.40)

4.60

２５年勤続の者
（月分）

調整額
（職責加算）

43.043.030.5

有
(1.200)

調整額
（職責加算）

47.70947.70933.27075

‐34‐

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

10,000円

配偶者

住　居　手　当

父母等（係長以下）

父母等（管理職）

子（特定期間）

子

配偶者（係長以下）

片道2km以上の場合で
交通用具利用者、距離数により
4,200円～21,600円支給

片道2km以上の場合で
交通用具利用者、距離数により
2,000円～31,600円支給

通　勤　手　当

交通機関利用者
6箇月定期券等の価額により支給

交通機関利用者
6箇月定期券等の価額により支給

15,000円

父母等

6,500円

扶　養　手　当

３５歳未満で
借家・借間に
居住する
世帯主に支給

15,000円 借家の場合最高 27,000円限度

配偶者（管理職）

子（特定期間）

子

日野市 国支 給 対 象 地 域

（給料+扶養手当+管理職手当）×16.0%

9人

全国地域を７つの支給区分で
指定し、20%を上限として支給

支　　　給　　　率

支 給 対 象 職 員 数

区　　　　分 全　　職　　種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

給料総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率（%)
（令和２年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

日　野　市 国区　　分

6,000円

3,000円

6,000円

9,000円

13,000円

3,000円 6,500円
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期　　間 金　　額
千円 千円

平成29年度から
令和2年度まで

千円

1,568,772 937,000

前　年　度　末　現　在　高
見　　込　　額　　A

16,167,404
下　水　道　債

区　　分 前　々　年　度　末　現　在　高

17,434,205

当該年度末における現在高

千円

地方債の前々年度末における

公　共　下　水　道　事　業
（　事　業　の　一　部　）

に　関　す　る　業　務　委　託

事　　　項

債務負担行為で翌年度以降にわ

支出額の見込及び当該年度以降

限　度　額
前年度末までの支出（見込）額

下水道事業計画・下水道プラン・
経営戦略策定業務委託料

5,841 ― ―
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631,772 360,832 270,940

15,236,173

千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

償　還　見　込　額　C

当 該 年 度 末 現 在 高 見 込 額
（　A　+　B　-　C　)

当　該　年　度　中　増　減　見　込　額

0 0

835,420 1,766,651

の見込に関する調書

当　該　年　度　中 当　該　年　度　中　元　金
起　債　見　込　額　B

千円

現在高並びに前年度末及び

0 0

国都支出金 企　業　債

令和3年度まで

たるものについての前年度までの

の支出予定額に関する調書

そ　の　他期　　間 金　　額

当該年度以降支出予定額
左　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
市支出金

5,841 0令和3年度まで 5,841
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